第３号議案

令和元年（2019）年度　事業計画
（令和元年6月1日～令和2年5月31日）
特定非営利活動法人 ら･し･さ
１．事業活動方針　
　平成15（2003）年に創立された当法人は、本年度で16周年を迎える。また、平成28（2016）年3月に設立した「終活アドバイザー協会」は3年を経過し、順調に会員を増やしている。
活動方針は、エンディングノートとして評価が高い「ら・し・さノートⓇ」をツールに「ら・し・さⓇ」が終活に関するノウハウを提供する信頼のおける団体であること、
そしてこの分野の専門家集団であることの認知度向上を図り、「ら・し・さノートⓇ」普及の担い手となる終活アドバイザー協会の運営事業を拡大する。
そのために、正会員は終活アドバイザーのメンター（良き指導者）の役割を果たし、両者が一体となって社会への「終活」の浸透を図る。
具体的には、正会員の活動地域などで終活アドバイザーや一般生活者向けに　「“ら・し・さⓇ”の終活講座」や「終活セミナー」を積極的に開催する。
「“ら・し・さⓇ”の終活講座」は、正会員および終活アドバイザー協会会員の勉強会を兼ねたもので、若干、専門的・実務的な内容でもある。一方、「終活セミナー」は「ら・し・さノートⓇ」の書き方を中心とした終活の啓発的なセミナーで、そこに　　　終活アドバイザーの認知促進や終活アドバイザー講座の受講に結び付くことも期待する。
また、「終活」の必要性を広める戦略（方向性）としては、「終活」が行政の大きな課題になりつつあることから、「ら・し・さノートⓇ」をツールとして各自治体等を　　巻き込んで活動を展開する。

一方、平成24（2012）年に開発した「親亡きあとの支援ハンドブック～知的障がいの子を持つ親のために～」は、当法人が障がい者のライフプランに理解のある団体であること、また、この分野のノウハウと人材を有する団体であることの認知を更に深めていきたい。引き続き、障がい者やその家族のためのセミナーを開催し「親亡きあとの支援ハンドブック～知的障がいの子を持つ親のために～」の普及に努める。
「ら・し・さサロン」は、引き続きオープン参加型の高齢者施設見学会やイベント等を行う。東京都消費者月間実行委員会主催「2019年度交流フェスタ」へは、今年も参加する。平成30（2018）から始めた動画配信の「ら・し・さチャンネル」の知名度アップと稼働率を高める方策を講じる。
２．事業内容（定款の事業区分による）
　特定非営利活動に係る事業
①葬儀・仏事及びそれらに関連する情報収集・情報提供およびコーディネート事業
・セミナー・見学会の開催（共催含む）
・HPや「ら・し・さ通信」による情報提供
②介護及び終末期医療に関連する情報収集・情報提供事業
・セミナー・見学会の開催（共催含む）
・HPや「ら・し・さ通信」による情報提供
③介護及び終末期医療従事者のネットワーク構築事業
・他団体との提携・情報交換、イベントの共催
④ライフアドバイザーの教育・派遣・資格認定事業
・終活アドバイザー協会の運営
・正会員および終活アドバイザー協会会員向けの情報提供、育成事業
・会員サービスの拡充（会員検索システムと会員利用可能なツールの開発）
・「ら・し・さチャンネル」の視聴促進
⑤消費者保護を図るためのファイナンシャル・プランニング事業
・セミナーの開催（共催含む）
・HPや「ら・し・さ通信」による情報提供
・他団体との提携・情報交換、イベントの共催
⑥その他、目的を達成するために必要な事業
・『ら・し・さノートⓇ』『活用ガイド』および『親亡きあとの支援ハンドブック』の普及活動
・マスメディアへの取材協力、執筆、監修等
・相談者への総合的なサポート
３．管理部門
終活アドバイザー協会の本格稼働に伴い、一段と社会公益の使命は強くなり、法人の維持、存続が重要な課題となる。
活動方針の具現化には、正会員と終活アドバイザー、事務局が一体となって機能する必要があり、事業の拡大化、業務量の増大にともない事務局の拡充を図る。
また、事務局の日常業務の常態化にともない、役員の権限と業務内容を確認し、事務局の迅速な業務執行の意思決定には正副理事長が関与する。それにともない、正副理事長の報酬制を導入し、組織の持続的発展を担保する。　　
以上
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